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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、耐デンドライト性と巻回性に優れる電気化学素子用セパレータ
、放電容量維持率に優れる電気化学素子を提供することにある。
【解決手段】ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する湿式不織布からなる電気化学
素子用セパレータ。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する湿式不織布を含有してなる電気化学素子
用セパレータ。
【請求項２】
　湿式不織布が、フィブリル化繊維を含有する請求項１記載の電気化学素子用セパレータ
。
【請求項３】
　フィブリル化繊維が、パラ系全芳香族ポリアミド繊維、全芳香族ポリエステル繊維、溶
剤紡糸セルロース繊維から選択される１種以上である請求項２記載の電気化学素子用セパ
レータ。
【請求項４】
　湿式不織布が、理論扁平度１．０～５．０の合成短繊維を含有する請求項１記載の電気
化学素子用セパレータ。
【請求項５】
　湿式不織布が、無機フィラーを含有する請求項１記載の電気化学素子用セパレータ。
【請求項６】
　無機フィラーが、酸化マグネシウムまたは水酸化マグネシウムである請求項５記載の電
気化学素子用セパレータ。
【請求項７】
　請求項１～６の何れか１項に記載の電気化学素子用セパレータを具備してなる電気化学
素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気化学素子用セパレータおよびそれを用いた電気化学素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、リチウム二次電池用セパレータとしては、ポリオレフィン樹脂からなる微多孔質
フィルムが使用されている。ポリエチレンを主成分とする微多孔質フィルムの場合は、電
池内部の温度が１３０℃近傍になった場合、溶融して微多孔を塞ぐことで、リチウムイオ
ンの移動を防ぎ、電流を遮断させる熱ヒューズ機能（シャットダウン機能）があるが、何
らかの状況により、さらに温度が上昇した場合、セパレータ自体が溶融してショートし、
熱暴走する可能性が示唆されている。そこで、電池の安全性を向上させることを目的とし
、合繊短繊維からなる不織布セパレータやフィブリル化繊維を含有する不織布セパレータ
が提案されている。不織布等の多孔質基材に、フィラー粒子を含有するスラリーを含浸又
は塗工してリチウム二次電池用セパレータとする例が開示されている（例えば、特許文献
１～２１参照）。
【０００３】
　合成短繊維からなる不織布セパレータは、繊維間の隙間が大きくなりやすく、リチウム
デンドライトが貫通する問題があった。リチウムデンドライトとは、充放電を繰り返し行
ったときや、過充電したときに負極表面に析出する金属リチウムをいう。リチウムデンド
ライトは徐々に成長し、セパレータを貫通して正極に達し、内部短絡の原因になる場合が
ある。フィブリル化繊維を含有する不織布セパレータは、取り扱い時や巻回時に擦れによ
って毛羽立ちやすい問題があった。特許文献１～２１のセパレータは、フィラー粒子層が
厚い場合には、取り扱い時や巻回時にひび割れや剥離が生じるため、巻回性に問題があっ
た。樹脂バインダーの種類や添加量によっては、フィラー粒子が樹脂バインダーに埋没し
てしまう場合や、樹脂バインダーが不織布の孔を塞いでしまう場合があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】国際公開第２００７／０６６７６８号パンフレット
【特許文献２】国際公開第２００８／１４３００５号パンフレット
【特許文献３】国際公開第２００８／１１４７２７号パンフレット
【特許文献４】国際公開第２００９／０９６４５１号パンフレット
【特許文献５】国際公開第２００３／０７３５３４号パンフレット（特表２００６－５０
４２２８号公報）
【特許文献６】国際公開第２００４／０２１４７６号パンフレット（特表２００５－５３
６８５７号公報）
【特許文献７】国際公開第２００４／０２１４９９号パンフレット（特表２００５－５３
６６５８号公報）
【特許文献８】国際公開第２００４／０２１４６９号パンフレット（特表２００５－５３
６８５８号公報）
【特許文献９】国際公開第２００４／０２１４７７号パンフレット（特表２００５－５３
６８６０号公報）
【特許文献１０】国際公開第２００４／０４９４７１号パンフレット（特表２００６－５
０７６３５号公報）
【特許文献１１】国際公開第２００４／０４９４７２号パンフレット（特表２００６－５
０７６３６号公報）
【特許文献１２】国際公開第２００５／０３８９５９号パンフレット（特表２００７－５
０８６６９号公報）
【特許文献１３】国際公開第２００５／０３８９４６号パンフレット（特表２００７－５
０８６７０号公報）
【特許文献１４】国際公開第２００５／０３８９６０号パンフレット（特表２００７－５
０９４６４号公報）
【特許文献１５】国際公開第２００５／１０４２６９号パンフレット（特表２００７－５
３４１２３号公報）
【特許文献１６】国際公開第２００６／１３６４７２号パンフレット（特表２００８－５
４４４５７号公報）
【特許文献１７】国際公開第２００７／０２８６６２号パンフレット（特表２００９－５
０７３５３号公報）
【特許文献１８】特開２００８－２０８５１１号公報
【特許文献１９】特開２００９－２３０９７５号公報
【特許文献２０】特開２００５－２９３８９１号公報
【特許文献２１】特開２００７－１５７７２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、耐デンドライト性と巻回性に優れる電気化学素子用セパレータ、放電
容量維持率に優れる電気化学素子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、上記課題を解決するために鋭意研究した結果、ポリテトラフルオロエチレ
ン微粒子を含有する湿式不織布を含有してなる電気化学素子用セパレータおよびそれを用
いてなる電気化学素子を見出した。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の電気化学素子用セパレータは、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する
湿式不織布を含有してなるため、繊維間の結合が強く、細孔が小さく、耐デンドライト性
と巻回性に優れている。また、該セパレータを用いることにより、放電容量維持率に優れ
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る電気化学素子が得られる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明の電気化学素子用セパレータ（以下、「セパレータ」と表記することもある）に
おいて、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する湿式不織布は、予め作製されたポ
リテトラフルオロエチレン微粒子を含有しない湿式不織布（以下、「湿式不織布Ａ」と表
記する）にポリテトラフルオロエチレン微粒子の水分散液を含浸または塗工し、乾燥して
、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する湿式不織布（以下、「湿式不織布Ｂ」と
表記する）を作製する方法、繊維とポリテトラフルオロエチレン微粒子を混合したスラリ
ーを湿式抄紙して、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する湿式不織布（以下、「
湿式不織布Ｃ」と表記する）を作製する方法等によって製造できる。また、必要に応じて
、湿式不織布Ａ～Ｃに、カレンダー処理、熱カレンダー処理、熱処理、親水化処理、他の
湿式不織布や多孔質フィルムなどの多孔質基材との複合処理を施しても良い。
【０００９】
　水分散液には、必要に応じて界面活性剤、消泡剤、増粘剤、紙力増強剤などの添加剤を
添加しても良い。紙力増強剤としては、アニオン性ポリアクリルアミド、カチオン性ポリ
アクリルアミド、両性ポリアクリルアミド、エポキシ変性ポリアミドなどが挙げられる。
湿式不織布に含浸するには、例えばディップコーター等の含浸機を用いることができる。
湿式不織布に塗工するには、例えばトランスファーロールコーター、リバースロールコー
ター、ブレードコーター、エアドクターコーター、ロッドコーター、グラビアコーター、
ダイコーター、ノッチバーコーター等の塗工機を用いることができる。含浸または塗工後
の乾燥方法としては、熱風ドライヤー、シリンダードライヤー、ヤンキードライヤーなど
を用いて行えば良い。必要に応じて赤外線ヒーターや遠赤外線ヒーターを併用しても良い
。
【００１０】
　ポリテトラフルオロエチレン微粒子は、平均粒子径が０．０１～６μｍが好ましく、０
．１～４μｍがより好ましい。ポリテトラフルオロエチレン微粒子が球状でない場合は、
同じ体積の球に換算したときの直径を平均粒子径とする。平均粒子径が０．０１μｍ未満
だと、ポリテトラフルオロエチレン微粒子の添加効果が得られにくくなる場合がある。平
均粒子径が６μｍより大きいと、セパレータの厚みを薄くしにくくなる場合やセパレータ
の細孔を閉塞する場合がある。湿式不織布Ｂ又はＣ中におけるポリテトラフルオロエチレ
ン微粒子の含有率は、３～４０質量％が好ましく、５～３０質量％がより好ましく、１０
～３０質量％がさらに好ましい。含有率が３質量％未満だと、ポリテトラフルオロエチレ
ン微粒子の添加効果が得られにくくなる場合がある。含有率が４０質量％より多いと、内
部抵抗が高くなる場合がある。平均粒子径は、レーザー回折式粒度分布測定装置により確
認できる。回折式粒度分布測定装置で測定したときの、質量比で積算５０％のときの粒子
径、すなわちＤ５０を平均粒子径とする。
【００１１】
　湿式不織布Ａ及びＣは、円網抄紙機、長網抄紙機、傾斜型抄紙機、短網抄紙機、傾斜短
網抄紙機、これらのコンビネーション抄紙機等の抄紙機を用いて湿式抄紙して得られる。
傾斜型抄紙機や傾斜短網抄紙機の抄網へのスラリー供給を多段にしたもので多層抄紙して
も良い。必要に応じて、湿式不織布Ａ又はＣに静電紡糸を組み合わせても良い。本発明に
おいては、必要に応じて、湿式不織布Ａ又はＣにカレンダー処理、熱カレンダー処理、熱
処理、親水化処理などを施しても良い。
【００１２】
　本発明のセパレータは、単層でも多層でも良い。多層とは、構成材料、配合率、坪量、
厚みなどが全て同じである層を２層以上積層したもの、構成材料、配合率、坪量などの条
件が１つ以上異なる層を２層以上積層したものを指す。後者は、例えば湿式不織布Ａと湿
式不織布Ｂ又はＣとを交互に２層以上積層したもの、湿式不織布Ａの表裏面に、湿式不織
布Ｂ又はＣを積層し、３層にしたもの、湿式不織布Ｂ又はＣの表裏面に湿式不織布Ａを積
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層し、３層にしたもの、湿式不織布Ｂ又はＣと多孔質フィルムを２層以上積層したもの、
湿式不織布ＡとＢ又はＣと多孔質フィルムとを積層したもの等が挙げられる。多層のセパ
レータは、湿式不織布Ｂ又はＣ同士、湿式不織布Ａと湿式不織布Ｂ又はＣ、湿式不織布Ｂ
又はＣと多孔質フィルム、湿式不織布ＡとＢ又はＣと多孔質フィルムとを単に積層する方
法、これらを熱圧処理して熱接着させる方法、これら各層間に熱溶融材料を挟んで加熱接
着させる方法で作製することができる。多層のセパレータを作製するときの湿式不織布Ａ
は２種類以上用いても良く、同様に湿式不織布Ｂ又はＣも２種類以上用いても良く、多孔
質フィルムも２種類以上用いても良い。２種類以上とは、構成材料、配合率、坪量、厚み
などの条件が１つ以上異なることを意味する。
【００１３】
　湿式不織布Ａ～Ｃは、フィブリル化繊維を含有することが好ましい。フィブリル化繊維
は、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を担持しやすく、且つ耐デンドライト性を向上さ
せる。フィブリル化繊維としては、天然繊維、再生繊維、合成繊維などをフィブリル化し
てなる繊維が挙げられる。天然繊維としては、木材由来のセルロース繊維、麻、綿、サト
ウキビなどの非木材由来のセルロース繊維、バイオセルロース繊維、羊毛、絹などが挙げ
られる。再生繊維としては、溶剤紡糸セルロース繊維やキュプラ繊維が挙げられる。合成
繊維としては、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリメチルペンテン、ポリエステル、ポ
リエステル誘導体、アクリル系重合体、ポリ酢酸ビニル、エチレン－酢酸ビニル共重合体
、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルエーテル、ポリビニルケトン、ポリ
エーテル、ポリビニルアルコール、脂肪族ポリアミド、芳香族ポリアミド、全芳香族ポリ
アミド、全芳香族ポリエステル、ポリアミドイミド、ポリイミド、ポリエーテルエーテル
ケトン、ポリフェニレンスルフィド、ポリベンゾイミダゾール、ポリ－ｐ－フェニレンベ
ンゾビスチアゾール、ポリ－ｐ－フェニレンベンゾビスオキサゾール、ポリテトラフルオ
ロエチレンなどの樹脂からなる繊維が挙げられる。
【００１４】
　これらの中でも、パラ系全芳香族ポリアミド、全芳香族ポリエステル、溶剤紡糸セルロ
ースからなるフィブリル化繊維が、塗工時のポリテトラフルオロエチレン微粒子の担持能
力に優れるため好ましく、パラ系全芳香族ポリアミド、全芳香族ポリエステルからなるフ
ィブリル化繊維が、抄紙時のポリテトラフルオロエチレン微粒子の凝集能力に優れるため
好ましい。フィブリル化の程度としては、ＪＩＳ　Ｐ８１２１に規定されるカナダ標準濾
水度が０～６００ｍｌであることが好ましく、０～５００ｍｌであることがより好ましく
、０～４００ｍｌであることがさらに好ましい。カナダ標準濾水度が６００ｍｌより大き
いと、繊維径分布が広くなり、湿式不織布の地合斑や厚み斑を生じる場合がある。
【００１５】
　フィブリル化繊維は、フィブリル化の程度がある程度以上になるとカナダ標準濾水度の
測定に用いるふるい板の穴を通り抜けてしまうため、濾水度が異常に高くなり、正確な濾
水度を計測できない。その場合は、本発明においては変法濾水度を採用する。本発明にお
ける変法濾水度とは、ふるい板として線径０．１４ｍｍ、目開き０．１８ｍｍの８０メッ
シュ金網を用い、試料濃度０．１％にした以外はＪＩＳ　Ｐ８１２１に準拠して測定した
濾水度である。本発明に用いられるフィブリル化繊維の変法濾水度は、０～４００ｍｌで
あることが好ましく、０～３００ｍｌであることがより好ましい。４００ｍｌを超えると
、太い繊維径の割合が多くなるため、セパレータの地合斑や厚み斑が生じる場合がある。
【００１６】
　従って、本発明におけるフィブリル化繊維は、カナダ標準濾水度が０～６００ｍｌの範
囲にあるか、変法濾水度が０～４００ｍｌの範囲にあれば、好ましく用いられる。一般的
にカナダ標準濾水度よりも変法濾水度の方が大きな数値になる。変法濾水度よりもカナダ
標準濾水度の方が大きな数値を示す場合は、フィブリル化繊維の繊維長が短く、カナダ標
準濾水度のふるい板をすり抜けてしまったため、正確なカナダ標準濾水度を示していない
ことを意味する。本発明においては、フィブリル化繊維は１種類だけでも良いし、２種類
以上併用しても良い。２種類以上併用する場合は、湿式不織布の地合斑や厚み斑を生じな
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い範囲であれば、カナダ標準濾水度または変法濾水度が好ましい値ではないフィブリル化
繊維を用いても良い。
【００１７】
　湿式不織布Ａ～Ｃにおいて、フィブリル化繊維の含有率は、全繊維に対し、５～８０質
量％が好ましく、１０～７０質量％がより好ましく、１５～６０質量％がさらに好ましい
。含有率が５質量％未満だと、ポリテトラフルオロエチレン微粒子の担持力が不十分にな
る場合がある。含有率が８０質量％を超えると、湿式不織布の耐水性が弱くなる場合や、
ポリテトラフルオロエチレン微粒子の水分散液の含浸性や塗工性が不十分になる場合があ
る。
【００１８】
　湿式不織布Ａ～Ｃは、非フィブリル化繊維を含有しても良い。非フィブリル化繊維を含
有させると、セパレータの引張強度や突刺強度を強くし、セパレータの巻回性を強くする
ことができる。非フィブリル化繊維としては、フィブリル化繊維を例示した繊維群でフィ
ブリル化していない有機繊維、これらの誘導体からなる繊維、これらの中から２種類以上
の樹脂からなる複合繊維、無機繊維が挙げられる。複合繊維としては、芯鞘型、偏芯型、
サイドバイサイド型、海島型、オレンジ型、多重バイメタル型、分割型が挙げられる。
【００１９】
　無機繊維としては、シリカ・アルミナ繊維、アルミナ繊維、ガラス繊維、マイクロガラ
ス繊維、ジルコニア繊維、窒化珪素繊維、炭化珪素繊維などが挙げられる。
【００２０】
　非フィブリル化繊維の繊維長は、０．１～１０ｍｍが好ましく、０．３～６ｍｍがより
好ましい。繊維長が０．１ｍｍ未満だと、セパレータから脱落する場合があり、１０ｍｍ
より長いと繊維同士が拠れて地合斑や厚み斑を生じる場合がある。非フィブリル化繊維の
平均繊維径は、０．１～１５μｍが好ましく、１～８μｍがより好ましい。平均繊維径が
１５μｍを超えた場合、厚さ方向における繊維本数が少なくなるため、最終的にセパレー
タに大きな貫通孔や厚み斑が生じる場合や、厚みを薄くしにくくなる場合がある。平均繊
維径が０．１μｍ未満の場合、繊維の安定製造が困難になる。非フィブリル化繊維は、単
一の樹脂からなる繊維（単繊維）であっても良いし、２種以上の樹脂からなる分割しない
複合繊維であっても良い。また、本発明における湿式不織布に含まれる非フィブリル化繊
維は、１種でも良いし、２種類以上を組み合わせて使用しても良い。複合繊維は、芯鞘型
、偏芯型、サイドバイサイド型、海島型、オレンジ型、多重バイメタル型が挙げられる。
非フィブリル化繊維の断面形状は、円形、楕円形、三角形、四角形、多角形、不定形の何
れでも良い。
【００２１】
　湿式不織布Ａ～Ｃにおいて、非フィブリル化繊維の含有率は、全繊維に対し、５～１０
０質量％が好ましく、１０～９０質量％がより好ましく、１５～８０質量％がさらに好ま
しい。含有率が５質量％未満だと、湿式不織布の引張強度や突刺強度が不十分になる場合
がある。
【００２２】
　本発明においては、非フィブリル化繊維の中でも、ピンホールの生成を抑制し、耐デン
ドライト性に優れることから、理論扁平度１．０～５．０の合成短繊維が好ましい。理論
扁平度が５．０より大きいと、湿式不織布の空隙を閉塞する場合がある。理論扁平度とは
、合成短繊維断面の長軸の最大長さ（以下、長軸長さと表記することがある）を短軸の最
大長さ（以下、短軸長さと表記することがある）で除した値を意味する。理論扁平度１．
０～５．０の合成短繊維としては、２成分の樹脂が相互に隣接してなる分割型複合繊維を
分割して得られる極細繊維が挙げられる。分割型複合繊維を構成する樹脂としては、ポリ
プロピレン、ポリエチレン、ポリメチルペンテン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエ
ステル誘導体、エチレン－ビニルアルコール共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、
ポリビニルアルコールなどが挙げられる。
【００２３】
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　分割型複合繊維の断面形状は、放射状型、層状型、櫛型、碁盤型、海島型などが挙げら
れる。放射状型はさらに、断面から見た中心部が中空になっている中空型でも良い。分割
型複合繊維は、パルパーやミキサーなどで攪拌する方法や高圧水流を当てる方法により分
割させることができるものが好ましい。分割型複合繊維をパルパーやミキサーで攪拌して
分割させる際には、必要に応じて分散助剤や消泡剤を使用しても良い。分割型複合繊維の
平均繊維径は３～１８μｍが好ましく、３～１６μｍがより好ましく、６～１６μｍがさ
らに好ましい。３μｍ未満だと、分割しにくくなる場合があり、１８μｍより太いと、分
割して得られる極細繊維断面の長軸が長くなるため、湿式不織布の空隙を閉塞する場合が
ある。平均繊維径とは、断面積を同じ面積の真円の直径に換算した値を指す。
【００２４】
　理論扁平度１．０～５．０の合成短繊維は、断面の短軸長さが１～５μｍであることが
好ましく、１～３μｍであることがより好ましい。断面の短軸長さが１μｍ未満だと、断
面の扁平度が大きくなりすぎて湿式不織布の空隙を閉塞する場合や、繊維同士の交点の接
着が不十分になる場合がある。断面の短軸長さが５μｍを超えると、セパレータの厚みを
薄くしにくくなる場合がある。理論扁平度１．０～５．０の合成短繊維の長さは０．５～
１０ｍｍが好ましく、１～６ｍｍがより好ましく、１～４ｍｍがさらに好ましい。理論扁
平度１．０～５．０の合成短繊維の長さが０．５ｍｍ未満だと、湿式抄紙の際に漉き網か
ら抜け落ちて排水に流出する割合が多くなる場合がある。理論扁平度１．０～５．０の合
成短繊維の長さが１０ｍｍより長いと、極細繊維同士が拠れて塊ができる場合がある。
【００２５】
　湿式不織布Ａ～Ｃは、無機フィラーを含有することが好ましい。無機フィラーとしては
、アルミナ、ギブサイト、ベーマイト、酸化マグネシウム、水酸化マグネシウム、シリカ
、酸化チタン、チタン酸バリウム、酸化ジルコニウムなどの無機酸化物や無機水酸化物、
窒化アルミニウムや窒化珪素などの無機窒化物、アルミニウム化合物、ゼオライト、マイ
カなどが挙げられる。これらの中でも電池特性の劣化を抑制する作用に優れる酸化マグネ
シウムや水酸化マグネシウムが好ましい。
【００２６】
　湿式不織布Ａ中の無機フィラーの含有率は、３～１００質量％が好ましく、５～８０質
量％がより好ましく、１０～６０質量％がさらに好ましい。含有率が１質量％未満だと、
無機フィラーの添加効果が得られにくい場合がある。含有率が１００質量％より多いと、
湿式不織布Ａの柔軟性が損なわれ、取り扱い時にひび割れや粉落ちしやすくなる場合があ
る。湿式不織布Ａに無機フィラーを含有させるには、湿式不織布を構成する繊維と無機フ
ィラーを混合してスラリーを調製し、湿式抄紙する方法が挙げられる。
【００２７】
　湿式不織布Ｂ又はＣ中の無機フィラーの含有率は、１～６０質量％が好ましく、３～５
０質量％がより好ましく、５～４０質量％がさらに好ましい。含有率が１質量％未満だと
、無機フィラーの添加効果が得られにくい場合がある。含有率が６０質量％より多いと、
湿式不織布Ｂ又はＣの厚みを薄くしにくい場合がある。湿式不織布Ｂ又はＣに無機フィラ
ーを含有させる方法としては、ポリテトラフルオロエチレン微粒子の水分散液に無機フィ
ラーを混合して、湿式不織布Ａに含浸または塗工する方法、繊維と無機フィラー、ポリテ
トラフルオロエチレン微粒子を混合したスラリーを調製し、湿式抄紙する方法が挙げられ
る。
【００２８】
　湿式不織布Ｃを製造するために、繊維とポリテトラフルオロエチレン微粒子を混合した
スラリーを調製する場合、必要に応じて凝集剤を添加することが好ましい。繊維とポリテ
トラフルオロエチレン微粒子とを凝集させることにより、ポリテトラフルオロエチレン微
粒子の排水への流出を抑制することができる。凝集剤としては、ポリアミン、ポリアクリ
ルアミド、アルギン酸ナトリウム、ジシアンアミドなどの有機系凝集剤、硫酸バンド、硫
酸第二鉄、ポリ硫酸第二鉄、硫酸カルシウム、塩化第二鉄、ポリ塩化アルミニウムなどの
無機系凝集剤が挙げられる。有機系凝集剤単独でも、無機系凝集剤単独でも良く、有機系



(8) JP 2012-155941 A 2012.8.16

10

20

30

40

50

と無機系凝集剤を併用しても良い。有機系凝集剤は、ナトリウム塩やカリウム塩などの塩
を含有するものでも良い。凝集剤の作用力を強めるために、スラリーのｐＨを調整しても
良い。ｐＨ調整剤としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウム、水酸
化マグネシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、二酸化炭素、ア
ンモニア、クエン酸、グルコン酸、コハク酸、乳酸、フマル酸などが挙げられる。凝集剤
の添加量としては、固形分に換算して、スラリーの固形分に対して、０．０１～１０質量
％が好ましく、０．１～１０質量％がより好ましい。凝集剤の添加量が０．０１質量％未
満では、スラリーの凝集が不十分になる場合があり、１０質量％より多いと、スラリーの
濾水性が悪化し、抄紙しにくくなる場合がある。
【００２９】
　本発明のセパレータの厚みは、１０～６０μｍが好ましく、１５～５０μｍがより好ま
しく、１５～４０μｍがさらに好ましい。６０μｍを超えると、セパレータの電気抵抗が
高くなる場合があり、１０μｍ未満であると、セパレータの強度が弱くなりすぎて、セパ
レータの取り扱い時に破損する恐れがある。
【００３０】
　本発明のセパレータの密度は、０．２５０～０．７５０ｇ／ｃｍ３が好ましく、０．３
００～０．７００ｇ／ｃｍ３がより好ましく、０．４００～０．６５０ｇ／ｃｍ３がさら
に好ましい。密度が０．２５０ｇ／ｃｍ３未満だと、塗液が裏抜けする場合があり、０．
７５０ｇ／ｃｍ３超だと、セパレータの電気抵抗が高くなる場合がある。
【００３１】
　本発明における電気化学素子とは、リチウム電池、リチウム二次電池、ポリアセン電池
、有機ラジカル電池、電気二重層キャパシタ、リチウムイオンキャパシタ、ハイブリッド
キャパシタ、レドックスキャパシタ、アルミ電解コンデンサ、導電性高分子アルミ電解コ
ンデンサなど蓄電機能や整流機能を有する電気化学素子を意味する。リチウム二次電池と
は、リチウムイオン電池やリチウムイオンポリマー電池を意味する。リチウム二次電池の
負極活物質としては、黒鉛やコークスなどの炭素材料、金属リチウム、アルミニウム、シ
リカ、スズ、ニッケル、鉛から選ばれる１種以上の金属とリチウムとの合金、ＳｉＯ、Ｓ
ｎＯ、Ｆｅ２Ｏ３、ＷＯ２、Ｎｂ２Ｏ５、Ｌｉ４／３Ｔｉ５／３Ｏ４等の金属酸化物、Ｌ
ｉ０．４ＣｏＮなどの窒化物が用いられる。正極活物質としては、コバルト酸リチウム、
マンガン酸リチウム、ニッケル酸リチウム、チタン酸リチウム、リチウムニッケルマンガ
ン酸化物、リン酸鉄リチウムが用いられる。リン酸鉄リチウムは、さらに、マンガン、ク
ロム、コバルト、銅、ニッケル、バナジウム、モリブデン、チタン、亜鉛、アルミニウム
、ガリウム、マグネシウム、ホウ素、ニオブから選ばれる１種以上の金属との複合物でも
良い。
【００３２】
　リチウム二次電池の電解液には、プロピレンカーボネート、エチレンカーボネート、ジ
メチルカーボネート、ジエチルカーボネート、ジメトキシエタン、ジメトキシメタン、こ
れらの混合溶媒などの有機溶媒にリチウム塩を溶解させたものが用いられる。リチウム塩
としては、六フッ化リン酸リチウムや４フッ化ホウ酸リチウムが挙げられる。固体電解質
としては、ポリエチレングリコールやその誘導体、ポリメタクリル酸誘導体、ポリシロキ
サンやその誘導体、ポリフッ化ビニリデンなどのゲル状ポリマーにリチウム塩を溶解させ
たものが用いられる。
【実施例】
【００３３】
　以下、本発明を実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明は本実施例に限定される
ものではない。
【００３４】
　表１に本発明の実施例及び比較例で用いた繊維、無機フィラー、ポリオレフィン樹脂を
示した。表１において、Ｓ８は、芯部がポリプロピレン、鞘部が高密度ポリエチレンから
なる芯鞘型複合繊維、Ｓ９は、芯部がポリエチレンテレフタレート、鞘部が変性ポリエス
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テルからなる芯鞘型複合繊維である。Ｓ８とＳ９の芯部と鞘部の断面積比は、５０：５０
である。Ｓ１１は、ポリプロピレンとエチレン－ビニルアルコール共重合体が相互に隣接
してなる１６分割型の分割型複合繊維、Ｓ１２は、ポリエチレンテレフタレートと高密度
ポリエチレンが相互に隣接してなる１２分割型の分割型複合繊維、Ｓ１３は、ポリエチレ
ンテレフタレートとエチレン－ビニルアルコール共重合体が隣接してなる１６分割型の分
割型複合繊維を意味する。Ｐ１、Ｐ２のＰＴＦＥは、ポリテトラフルオロエチレンを意味
する。ＣＳＦは、カナダ標準濾水度を意味する。表２に抄紙用スラリーの配合率を示した
。表２の原料の記号は表１の記号に該当する。スラリー２０～２７のＰ１、Ｐ２の配合率
は、Ｐ１、Ｐ２の固形分に換算した数値である。
【００３５】
【表１】

【００３６】
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【表２】

【００３７】
＜スラリー１～１５の調製＞
　スラリー１～１５の配合率になるように、所定の繊維を計量し、それらの繊維を一緒に
パルパーで水に分散させ、スラリー１～１５を調製した。必要に応じて、分散助剤、増粘
剤、消泡剤を添加した。スラリー２、３、７、８、１０、１１、１２、１４、１５におい
ては、何れも分割型複合繊維がほぼ分割していることを確認した。
【００３８】
＜スラリー１６の調製＞
　スラリー１６の配合率になるように、Ｆ２、Ｓ２、Ｓ５、Ｓ１０、Ｓ１１、Ｍ１を計量
した。Ｆ２及びＭ１を一緒にパルパーで水に分散させて、Ｍ１とＦ２の凝集体を形成させ
たスラリーを調製した。これとは別に、Ｓ２、Ｓ５、Ｓ１０、Ｓ１１を一緒にパルパーで
水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌して、スラリー
１６を調製した。Ｓ１１の分割型複合繊維は、ほぼ分割していることを確認した。
【００３９】
＜スラリー１７の調製＞
　スラリー１７の配合率になるように、Ｆ２、Ｓ２、Ｓ５、Ｓ１０、Ｓ１１、Ｍ２を計量
した。Ｆ２及びＭ２を一緒にパルパーで水に分散させて、Ｆ２とＭ２の凝集体を形成させ
たスラリーを調製した。これとは別に、Ｓ２、Ｓ５、Ｓ１０、Ｓ１１を一緒にパルパーで
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水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌してスラリー１
７を調製した。Ｓ１１の分割型複合繊維は、ほぼ分割していることを確認した。
【００４０】
＜スラリー１８の調製＞
　スラリー１８の配合率になるように、Ｆ２、Ｓ２、Ｓ５、Ｓ１０、Ｓ１１、Ｍ３を計量
した。Ｆ２及びＭ３を一緒にパルパーで水に分散させて、Ｆ２とＭ３の凝集体を形成させ
たスラリーを調製した。これとは別に、Ｓ２、Ｓ５、Ｓ１０、Ｓ１１を一緒にパルパーで
水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌してスラリー１
８を調製した。Ｓ１１の分割型複合繊維は、ほぼ分割していることを確認した。
【００４１】
＜スラリー１９の調製＞
　スラリー１９の配合率になるように、Ｆ６、Ｓ１３、Ｍ４を計量した。Ｆ６及びＭ４を
一緒にパルパーで水に分散させ、さらにポリアクリルアミド系凝集剤（チバスペシャリテ
ィケミカルズ製、商品名：ハイドロコール（登録商標）ＨＣ－８８０）をＦ６とＭ４の合
計質量に対して、固形分で１質量％添加し、攪拌して、Ｆ６とＭ４の凝集体を形成させた
スラリーを調製した。これとは別に、Ｓ１３をパルパーで水に分散させたスラリーを調製
し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌してスラリー１９を調製した。Ｓ１３の分割型
複合繊維は、ほぼ分割していることを確認した。
【００４２】
＜スラリー２０の調製＞
　スラリー２０の配合率になるように、Ｆ２、Ｓ３、Ｓ１０、Ｓ１１、Ｍ１、Ｐ１を計量
した。Ｐ１の水分散液にＭ１を添加して攪拌し、均一に分散させたスラリーを調製した。
このスラリーを、Ｆ２をパルパーで水に分散させておいたスラリーに混合攪拌して、Ｆ２
、Ｍ１、Ｐ１の凝集体を形成させたスラリーを調製した。次いでＳ３、Ｓ１０、Ｓ１１を
一緒にパルパーで水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪
拌してスラリー２０を調製した。Ｓ１１の分割型複合繊維は、ほぼ分割していることを確
認した。
【００４３】
＜スラリー２１の調製＞
　スラリー２１の配合率になるように、Ｆ１０、Ｓ２、Ｓ１０、Ｍ２、Ｐ１を計量した。
Ｐ１の水分散液にＭ２を添加して攪拌し、均一に分散させたスラリーを調製した。このス
ラリーを、Ｆ１０をパルパーで水に分散させておいたスラリーに混合攪拌して、Ｆ１０、
Ｍ２、Ｐ１の凝集体を形成させたスラリーを調製した。次いで、Ｓ２とＳ１０をパルパー
で水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌してスラリー
２１を調製した。
【００４４】
＜スラリー２２の調製＞
　スラリー２２の配合率になるように、Ｆ１、Ｓ１、Ｓ２、Ｓ１０、Ｍ３、Ｐ１を計量し
た。Ｐ１の水分散液にＭ３を添加して攪拌し、均一に分散させたスラリーを調製した。こ
のスラリーを、Ｆ１をパルパーで水に分散させておいたスラリーに混合攪拌して、Ｆ１、
Ｍ３、Ｐ１の凝集体を形成させたスラリーを調製した。次いで、Ｓ１、Ｓ２、Ｓ１０を一
緒にパルパーで水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌
してスラリー２２を調製した。
【００４５】
＜スラリー２３の調製＞
　スラリー２３の配合率になるように、Ｆ６、Ｓ３、Ｍ４、Ｐ２を計量した。Ｐ２の水分
散液にＭ４を添加して攪拌し、均一に分散させたスラリーを調製した。このスラリーを、
Ｆ６をパルパーで水に分散させておいたスラリーに混合攪拌しながら、ポリアクリルアミ
ド系凝集剤（チバスペシャリティケミカルズ製、商品名：ハイドロコール（登録商標）Ｈ
Ｃ－８８０）をＦ６、Ｍ４、Ｐ２の合計質量に対して、固形分で１質量％添加し、攪拌し
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て、Ｆ６、Ｍ４、Ｐ２の凝集体を形成させたスラリーを調製した。これとは別に、Ｓ３を
パルパーで水に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌して
スラリー２３を調製した。
【００４６】
＜スラリー２４の調製＞
　スラリー２４の配合率になるように、Ｓ２、Ｓ３、Ｓ４、Ｐ２を計量した。Ｓ２、Ｓ３
、Ｓ４を一緒にパルパーで水に分散させ、これにＰ２を混合して攪拌し、Ｓ２、Ｓ３、Ｓ
４、Ｐ２の凝集体を形成させたスラリー２４を調製した。
【００４７】
＜スラリー２５の調製＞
　スラリー２５の配合率になるように、Ｓ３、Ｓ１０、Ｓ１３、Ｐ２を計量した。Ｓ３、
Ｓ１０、Ｓ１３を一緒にパルパーで水に分散させ、これにＰ２を混合して攪拌し、Ｓ３、
Ｓ１０、Ｓ１３、Ｐ２の凝集体を形成させたスラリー２５を調製した。Ｓ１３の分割型複
合繊維は、ほぼ分割していることを確認した。
【００４８】
＜スラリー２６の調製＞
　スラリー２６の配合率になるように、Ｆ２、Ｓ３、Ｓ１０、Ｓ１１、Ｐ１を計量した。
Ｆ２をパルパーで水に分散させ、これにＰ１を混合して攪拌し、Ｆ２とＰ１の凝集体を形
成させたスラリーを調製した。これとは別にＳ３、Ｓ１０、Ｓ１１を一緒にパルパーで水
に分散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌してスラリー２６
を調製した。Ｓ１１の分割型複合繊維は、ほぼ分割していることを確認した。
【００４９】
＜スラリー２７の調製＞
　スラリー２７の配合率になるように、Ｆ３、Ｓ２、Ｓ３、Ｓ１０、Ｐ１を計量した。Ｆ
３をパルパーで水に分散させ、これにＰ１を混合して攪拌し、Ｆ３とＰ１の凝集体を形成
させたスラリーを調製した。これとは別にＳ２、Ｓ３、Ｓ１０を一緒にパルパーで水に分
散させたスラリーを調製し、凝集体を含有するスラリーに混合攪拌してスラリー２７を調
製した。
【００５０】
＜湿式不織布Ａ１の作製＞
スラリー１を傾斜型抄紙機に送液して湿式抄紙し、ヤンキードライヤー１４０℃で乾燥後
、２００℃、線圧３００Ｎ／ｃｍで熱カレンダー処理し、湿式不織布Ａ１を作製した。
【００５１】
＜湿式不織布Ａ２の作製＞
　スラリー２を傾斜型抄紙機に送液して湿式抄紙し、ヤンキードライヤー１３０℃で乾燥
させて、湿式不織布Ａ２を作製した。
【００５２】
＜湿式不織布Ａ３、Ａ４、Ａ７、Ａ８、Ａ１０～Ａ１２、Ａ１４、Ａ１５～Ａ１９の作製
＞
　スラリー３、４、７、８、１０～１２、１４、１５～１９を用いた以外は、湿式不織布
Ａ２と同様にして湿式不織布Ａ３、Ａ４、Ａ７、Ａ８、Ａ１０～Ａ１２、Ａ１４、Ａ１５
～Ａ１９を作製した。
【００５３】
＜湿式不織布Ａ５、Ａ６、Ａ１３の作製＞
　スラリー５、６、１３を傾斜型抄紙機に送液して湿式抄紙し、ヤンキードライヤー温度
１３０℃で乾燥させた後、２００℃に加熱したロールに湿式不織布の表裏面を接触させて
熱処理し、湿式不織布Ａ５、Ａ６、Ａ１３を作製した。
【００５４】
＜湿式不織布Ａ９の作製＞
　スラリー９を用いた以外は、湿式不織布Ａ１と同様にして湿式不織布Ａ９を作製した。
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＜湿式不織布Ｃ１の作製＞
　スラリー２０を傾斜型抄紙機に送液して湿式抄紙し、ヤンキードライヤー温度１３０℃
で乾燥した後、カレンダー処理して厚み調整し、湿式不織布Ｃ１を作製した。
【００５６】
＜湿式不織布Ｃ２～Ｃ８の作製＞
　スラリー２１～２７を用いた以外は、湿式不織布Ｃ１と同様にして湿式不織布Ｃ２～Ｃ
８を作製した。
【００５７】
　湿式不織布Ａ１～Ａ１９、Ｃ１～Ｃ８の物性を表３に示した。
【００５８】
【表３】

【００５９】
＜塗工液の調製＞
　表４に示した配合率になるように、ポリテトラフルオロエチレン微粒子、無機フィラー
を含有する水分散液を調製し、塗工液として用いた。表４のＰ１、Ｐ２は表１のＰ１、Ｐ
２に該当し、Ｐ１、Ｐ２の配合率はＰ１、Ｐ２の固形分に換算した数値である。
【００６０】
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【表４】

【００６１】
＜セパレータの作製＞
【００６２】
（実施例１～６０）
　表５及び６に示した湿式不織布と塗工液の組み合わせに従って、湿式不織布Ａ１～Ａ１
９にポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有する水分散液を塗工し、１２０℃で乾燥後
、カレンダー処理して厚み調整し、実施例１～６０のセパレータを作製した。湿式不織布
Ａ１～Ａ１９に対するポリテトラフルオロエチレン微粒子及び無機フィラーの付着率を表
５及び６に示した。
【００６３】
（実施例６１～６８）
　湿式不織布Ｃ１～Ｃ８を実施例６１～６８のセパレータとした。湿式不織布Ｃ１～Ｃ８
に対するポリテトラフルオロエチレン微粒子及び無機フィラーの含有率を表６に示した。
【００６４】
（比較例１～１９）
　湿式不織布Ａ１、Ａ９をそれぞれ比較例１、９のセパレータとした。湿式不織布Ａ２～
Ａ８、Ａ１０～Ａ１９をカレンダー処理して厚み調整し、比較例２～８、１０～１９のセ
パレータとした。
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（比較例２０）
　Ｍ１を９５質量％、スチレンブタジエンラテックスを５質量％の割合で、全固形分濃度
が２０質量％になるように水に分散させ、これを湿式不織布Ａ２に塗工し、１２０℃で乾
燥後、カレンダー処理して厚み調整し、比較例２０のセパレータを作製した。
【００６６】
（比較例２１）
　Ｍ１を９５質量％、スチレンブタジエンラテックスを５質量％の割合で、全固形分濃度
が２０質量％になるように水に分散させ、これを湿式不織布Ａ９に塗工し、１２０℃で乾
燥後、カレンダー処理して厚み調整し、比較例２１のセパレータを作製した。
【００６７】
（比較例２２）
　Ｍ１を９５質量％、ポリビニリデンフルオライドを５質量％の割合で、全固形分濃度が
１０質量％になるようにＮ－メチル－２－ピロリドンに分散させ、これを湿式不織布Ａ２
に塗工し、１２０℃で乾燥後、カレンダー処理して厚み調整し、比較例２２のセパレータ
を作製した。
【００６８】
（比較例２３）
　ポリエステル繊維からなり、厚み２２μｍ、密度０．６８１ｇ／ｃｍ３の湿式不織布に
、平均粒子径１．０μｍの多孔質アルミナを含有するエタノール水溶液を含浸して、乾燥
させてなる厚み３５μｍの不織布を比較例２３のセパレータとした。
【００６９】
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【００７０】
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【表６】

【００７１】
［評価］
　実施例及び比較例のセパレータ及び該セパレータを用いて作製したリチウム二次電池に
ついて、下記の評価を行い、結果を表７～９に示した。
【００７２】
＜厚み＞
　ＪＩＳ　Ｐ８１１８に準拠して厚みを測定し、その平均値を示した。
【００７３】
＜密度＞
　ＪＩＳ　Ｐ８１２４に準拠してセパレータの坪量を測定し、坪量を厚みで除して１００
倍した値を密度とした。
【００７４】
＜毛羽＞
　セパレータ表面を指で擦ったとき、毛羽立ちがほとんどなく、指に繊維がほとんど付着
しなかった場合を○、繊維の毛羽立ちがあり、指に繊維がわずかに付着した場合を△、繊
維の毛羽立ちがひどく、指への繊維の付着が多かった場合を×とした。
【００７５】
＜剥落＞
　セパレータ表面を指で擦ったとき、無機フィラーの脱落がほとんどなく、指に無機フィ
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がわずかに付着した場合を△、無機フィラーの脱落がひどく、指への無機フィラーの付着
が多かった場合を×とした。無機フィラーを含有しないセパレータの場合は、評価対象外
のため、「－」と記した。
【００７６】
＜巻回性＞
　セパレータを５０ｍｍ幅、５００ｍｍ長に切り揃えた。正極と負極を４５ｍｍ幅、４９
０ｍｍ長に切り揃えた。セパレータ、負極、セパレータ、正極の順に１枚ずつ積層し、こ
れを巻回機にかけて巻回した。このとき、セパレータが切断や破れることなく、巻回でき
た場合を○、巻回機の張力を弱めに調整することにより巻回できた場合を△、セパレータ
の切断や破れ、又は、塗工層の割れや剥離が生じた場合を×とした。正極は、活物質のコ
バルト酸リチウム、導電助剤のアセチレンブラック、結着剤のポリフッ化ビニリデンを質
量比率で９０：５：５に混合したスラリーをアルミニウム集電体の両面に塗布したものを
用いた。負極は、天然黒鉛９７質量％とポリフッ化ビニリデン３質量％の比率で混合した
スラリーを銅箔集電体の両面に塗布したものを用いた。
【００７７】
＜耐デンドライト性＞
　セパレータの片面に金属リチウム箔を、セパレータの反対側に正極を配置して積層し、
電解液を注入してラミネートセルを１００個ずつ作製した。０．５ｍＡ／ｃｍ２で３．６
Ｖまで定電流充電し、さらに３．６Ｖを２４時間印加し、過充電した。この過充電中に異
常電流が流れた場合を内部短絡したと見なし、過充電を中止し、ラミネートセルを開封し
てリチウムデンドライトの発生状態を確認した。過充電により、リチウムデンドライトが
発生してセパレータを貫通したセルの割合を耐デンドライト性として表２に示した。この
割合が少ないほど、耐デンドライト性に優れることを意味する。正極には、＜巻回性＞の
評価に記載したものと同様である。電解液は、ＬｉＰＦ６を１ｍｏｌ／ｌ溶解させた混合
溶液を使用した。混合溶液は、エチレンカーボネートとジエチルカーボネートを質量比率
で３：７としたものである。
【００７８】
＜放電容量維持率＞
　＜巻回性＞の評価で作製した巻回素子を電池缶に収納した後、電解液を注入し、封口し
てリチウムイオン二次電池を作製した。リチウムイオン電池を２５℃、１００ｍＡで４．
２Ｖまで定電流充電し、さらに４．２Ｖで３時間充電定充電した後、１００ｍＡで３．０
Ｖまで放電したときの放電容量を測定し、これを初期放電容量とした。引き続き、６０℃
、１００ｍＡで充放電を１０００時間繰り返し行い、初期放電容量に対する１０００時間
後の放電容量の割合を算出し、放電容量維持率とした。放電容量維持率が大きいほど良い
。
【００７９】
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【００８０】
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【表８】

【００８１】
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【表９】

【００８２】
　実施例１～６８の電気化学素子用セパレータは、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を
含有してなるため、毛羽が発生しにくく、巻回性に優れていた。また、ポリテトラフルオ
ロエチレン微粒子を含有しない湿式不織布である比較例１～１９の電気化学素子用セパレ
ータに比べて、耐デンドライト性と放電容量維持率に優れていた。
【００８３】
　実施例２１～６４、６７、６８の電気化学素子用セパレータは、フィブリル化繊維を含
有するため、耐デンドライト性に優れていた。実施例２１～６０の電気化学素子用セパレ
ータは、フィブリル化溶剤紡糸セルロース繊維、フィブリル化全芳香族ポリアミド繊維、
フィブリル化全芳香族ポリエステル繊維の何れかを含有するため、ポリテトラフルオロエ
チレン微粒子を含有する塗工液を塗工したときの該微粒子の担持力が優れていた。実施例
６１、６３、６７、６８の電気化学素子用セパレータは、フィブリル化全芳香族ポリアミ
ド繊維またはフィブリル化全芳香族ポリエステル繊維を含有するため、凝集剤を使用しな
くてもポリテトラフルオロエチレン微粒子と凝集体を形成することができた。実施例１１
～１５の電気化学素子用セパレータは、理論扁平度１．０～５．０の合成短繊維を含有す
るため、該繊維を含有しない実施例１６～２０の電気化学素子用セパレータよりも、耐デ
ンドライト性に優れていた。
【００８４】
　実施例２～５、７～１０、１２～１５、１７～２０、２２～２５、２７～３０、３５～
３８、４０～４３、４６～４９、５１～５５、６１～６４の電気化学素子用セパレータは
、無機フィラーを含有するため、無機フィラーを含有しない電気化学素子用セパレータよ
りも放電容量維持率が高かった。実施例３～５、８～１０、１３～１５、１８～２０、２
３～２５、２８～３０、３６～３８、４１～４３、４７～４９、５２～５４、６２～６４
の電気化学素子用セパレータは、酸化マグネシウム又は水酸化マグネシウムを含有するた
め、放電容量維持率がより高く優れていた。
【００８５】
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　一方、比較例１～５、１２、１５の電気化学素子用セパレータは、毛羽が発生しにくく
、巻回性は良かったが、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有しないため、耐デンド
ライト性と放電容量維持率が悪かった。
【００８６】
　比較例６～１１、１３、１４の電気化学素子用セパレータは、ポリテトラフルオロエチ
レン微粒子を含有しないため、毛羽立ちがひどく、巻回性が悪く、耐デンドライト性と放
電容量維持率が悪かった。
【００８７】
　比較例１６～１８の電気化学素子用セパレータは、ポリテトラフルオロエチレン微粒子
を含有しないため、毛羽立ちがひどく、無機フィラーの剥落がひどく、巻回性が悪かった
。
【００８８】
　比較例１９の電気化学素子用セパレータは、毛羽立ちと巻回性は良かったが、ポリテト
ラフルオロエチレン微粒子を含有しないため、無機フィラーの剥落がひどく、放電容量維
持率が悪かった。
【００８９】
　比較例２０、２１、２３の電気化学素子用セパレータは、毛羽が発生しにくく、耐デン
ドライト性に優れ、放電容量維持率は高かったが、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を
含有しないため、無機フィラーの剥落がひどく、巻回性が悪かった。
【００９０】
　比較例２２の電気化学素子用セパレータは、毛羽が発生しにくく、耐デンドライト性に
優れていたが、ポリテトラフルオロエチレン微粒子を含有しないため、無機フィラーの剥
落がひどく、巻回性が悪く、放電容量維持率が悪かった。
【産業上の利用可能性】
【００９１】
　本発明の電気化学素子用セパレータは、リチウムイオン二次電池、リチウムイオンポリ
マー二次電池等のリチウムイオン二次電池に好適に使用できる。また、本発明の電気化学
素子用セパレータに他の多孔質基材や材料を積層、複合化するための基材としても使用で
きる。
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